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２．試設計ＷＧの活動成果 
 
２．１ ＷＧ活動の主旨・目的 
本ワーキンググループでは、性能照査型設計に移行された場合を想定して設

計計算を実際に行ってみることとした。その際の基本的な方針として 
１） 性能を追求するあまり、現実的ではない設計は行わないようにする 
２） 設計においても新積算数量を算出するものとし、ガイドライン型設計

の新積算数量と比較する 
３） 性能設計という命題で許容応力度設計法の許容値を限界状態設計法の

降伏点にしてしまう試設計は避ける 
こととした。 
 
２．２ 活動内容、方法等 

具体的な作業内容を以下に記す。 

１） ベースとなるガイドライン型設計は３径間連続非合成鈑桁（橋建）と

する。これについて概略設計を行い、新積算数量を算出する。記載さ

れていない主桁断面については推定した断面を用い、ＷＧ内の共通の

資料とする。［Level0 と称する］ 

２） Level0 の基本的な設計条件並びにガイドライン型の思想は変えずに

性能設計を行う（比較的狭い・浅い性能設計とする）。［Level1 と称す

る］ 

３） Level1 で道示の仕様規定を用いた箇所について見直しを行う。 

［Level2 と称する］ 

４） 時間的に余裕があれば桁形式、床版形式等を変えてみる。 

 

 Level1 での具体的な設計思想についてまとめると以下のようになる。 

  ＜たわみ＞ 

   要求性能：車両の安全な走行を確保する。 

通行者に不快感を与えない。 

   許容値はＬ／５００とする。 

※Level2 では許容値を見直す。 

  ＜主桁＞ 

   要求性能：局部座屈しない断面とする。 

・腹板の水平補剛材はアスペクト比α＝3.0まで省略（ＪＨ） 

→補剛材の省略（小型材片の減数） 

・道示Ⅱ（解 8.4.5 式）に示されている理想相当座屈応力度の考え方

に従い、腹板厚を決定する。 

→腹板厚減？（鋼重の軽減） 

・せん断力が支配的な箇所：道示を継承 

・架設時・床版打設時に対する照査はしない（ＴＣベント工法） 
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・ 桁高は一定、桁配置については考慮しない。 

・ 孔引き応力度、フランジ自由突出幅、フランジ板厚差は今回の試設

計では決定根拠にしない。 

    ※Level2 では道示の解説を見直しする。 

  ＜中間対傾構、横構＞ 

   少数主桁の考え方を引用し、省略する。 

  ＜横桁＞ 

   分配横桁のみ→根拠付け必要 

  ＜ＨＴＢ＞ 

   方針は今後決める 

  ＜疲労・耐震性＞ 

   積極的に対応策を導入する。 

 

第Ⅰ期の「性能の抽出と性能照査型設計への手がかり」ＷＧの活動成果を有

効利用するものとする。具体的には、以下の項目について考慮する。 

① 腹板の鋼種の選定（ハイブリッド断面） 

② 主桁ＦＬＧのＬＰ鋼板の使用 

③ 高張力鋼の採用（ＨＴ６９０，ＨＴ７８０） 

④ 腹板の薄板化、垂直補剛材間隔（理想相当座屈応力度の見直し） 

⑤ 荷重集中点の補剛材 

⑥ 電炉鋼材の広幅平鋼の使用 

⑦ 連結部の設計断面力 

⑧ すみ肉溶接の脚長・サイズ・最小有効長 

⑨ 摩擦接合用高力ボルトの許容力 
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２．３ 活動成果 
① 
テーマ 腹板の鋼種の選定（ハイブリッド断面） 
現行規定  
性能規定  
試設計のねらい  
設計法  
結果 今回検討外 

 

② 
テーマ 主桁ＦＬＧのＬＰ鋼板の使用 
現行規定 最小板厚の規定、道路公団の規定 
性能規定  
試設計のねらい 材料の軽量化による材料費の低減と添接部の簡素化 
設計法  
結果 材料費を 6％程度低減することができる。 

添接部のフィラープレート（小型材片数）が省略できる。 
（資料 1 参照） 

 

③ 
テーマ 主桁の高張力鋼の使用 
現行規定 ＳＭ５７０キロ級まで 道示Ⅱ 
性能規定 特に記述なし 
試設計のねらい 高材質化（高張力鋼を含む）による重量削減 
設計法 許容応力度設計法 
結果 重量が 10％軽減されるが、材料費が 20％ＵＰする。 

高材質を用いることによる断面剛性の低下に注意する必
要あり。 
（資料 2 参照） 
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④ 
テーマ 腹板の薄板化 
現行規定 最小板厚 道示Ⅱ 8.4 
性能規定 座屈しない腹板厚とする 
試設計のねらい  
設計法  
結果 腹板重量が 4％程度軽減される。 

合成応力によりＦＬＧ厚が厚くなる箇所がある。 
（資料 3 参照） 

 

⑤ 

テーマ 荷重集中点の補剛材 
現行規定  
性能規定  
試設計のねらい  
設計法  
結果 今回検討外 

 

⑥ 

テーマ 電炉鋼材の広幅平鋼の使用 
現行規定 ＳＭ４００級の鋼種を用いてよい 道示 
性能規定 Ｉ≧（ｂｔ＾3/11）・γｒｅｑ 
試設計のねらい 材料費の低減と製作性の向上 
設計法  
結果 水平補剛材の材料費を 23％程度低減することができる。 

小型部材の製作費の比率が大きく全体的には効かない。 
（資料 4 参照） 

 

⑦ 
テーマ 連結部の設計断面力 
現行規定 母材全強の 75％以上の強度をもつように設計するものと

する。 
性能規定 ① 主要部材の連結は作用力を用いて設計する。 

② 純断面応力度を照査する場合の純断面積は（純幅－ボ
ルトφ）＊板厚の１．１倍まで割り増してよい。 

試設計のねらい 材料費の軽減 
設計法 許容応力度法 
結果 ① 連結板だけの合計重量は約 1 割の低減ができた。 

② 加工重量では 1％弱の効果が見られる。 
（資料 5 参照） 
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⑧ 
テーマ すみ肉溶接の脚長およびサイズ 
現行規定 サイズ 6ｍｍ以上 ｔ1＞Ｓ≧√2ｔ2 道示Ⅱ 
性能規定 計算上必要なすみ肉サイズとする。 
試設計のねらい 溶接時間の効率化 
設計法 許容応力度設計法 
結果 溶接にかかる時間の低減（12％）が計れる。 

現行規定でのサイズと応力で決めたサイズに大きな違い
が出なかったため、熱量の管理は通常通り。 
（資料 6 参照） 

 

⑨ 
テーマ 摩擦接合用高力ボルトの許容力 
現行規定 Ｍ２２ Ｆ１０Ｔ 4800ｋｇｆ 道示Ⅱ 
性能規定 ρａ＝1/ν×μ×Ｎ 
試設計のねらい ボルト本数の低減 
設計法  
結果 許容力が現行より 1.7 倍とれる。 

（資料 7 参照） 
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２．４ まとめと今後の課題 
 
今回行った試設計により得られた結果を項目別にまとめると、以下の様に

なる。 
 
① 腹板の鋼種の選定・・・今回検討外 
② 主桁ＦＬＧのＬＰ鋼板の使用・・・材料費を 6％低減、小型材片数
を低減 
③ 主桁の高張力鋼の使用・・・鋼重を 10％低減 
④ 腹板の薄板化・・・腹板重量を 4％低減 
⑤ 荷重集中点の補剛材・・・今回検討外 
⑥ 電炉鋼材の広幅平鋼の使用・・・水平補剛材材料費を 23％低減 
⑦ 連結部材の設計断面力・・・連結板を 1 割低減、加工重量を 1％低
減 
⑧ すみ肉溶接の脚長およびサイズ・・・溶接にかかる時間を 12％低減 
⑨ 摩擦接合用高力ボルトの許容力・・・ボルト本数の低減 

 
 今回検討した試設計の結果では全体工事に占める鋼材費の割合が少ないた

め、性能照査型設計を用いるのが効果的との結果が得られなかった。 
本ＷＧ活動終了後に道示が改訂されＨ１３年版が新しく発行された。新道

示にそった形の性能照査型設計も行われると思われるが、思い切って新構造

形式や新材料を採用しないと効果的な工事費削減はできないと思われる。 
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資料 1 

 

 
 
 



 - 9 - 

ガイドライン設計断面集計 
 Ｇ１桁 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ設計断面集計 重量[t] 
U-FLG WEB L-FLG (Flg,Webのみ) 

断面 

幅 T 幅 厚 幅 T 
材質 

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ
長 

SM490Y 計 
1 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 9,225 3.291 3.291 
2 520 17 2,400 12 520 16 SM490Y 12,650 4.564 4.564 
3 520 34 2,400 12 520 31 SM490Y 12,075 5.934 5.934 
4(P) 520 40 2,400 12 630 40 SM490Y 12,388 7.274 7.274 
5 520 23 2,400 12 520 34 SM490Y 12,375 5.677 5.677 
6 520 28 2,400 12 520 34 SM490Y 12,375 5.930 5.930 
7 520 23 2,400 12 520 34 SM490Y 12,375 5.677 5.677 
8(P) 520 40 2,400 12 630 40 SM490Y 12,388 7.274 7.274 
9 520 34 2,400 12 520 31 SM490Y 12,075 5.934 5.934 
10 520 17 2,400 12 520 16 SM490Y 12,650 4.564 4.564 
11 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 9,275 3.308 3.308 

                               59.426 

 Ｇ２桁 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ設計断面集計 重量[t] 
U-FLG WEB L-FLG (Flg,Webのみ) 

断面 

幅 T 幅 厚 幅 T 
材質 

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ
長 

SM490Y 計 
1 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,408 2.999 2.999 
2 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,807 3.141 3.141 
3 520 19 2,400 12 520 22 SM490Y 8,807 3.465 3.465 
4(P) 520 26 2,400 12 630 28 SM490Y 8,807 4.145 4.145 
5 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,807 3.141 3.141 
6 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,540 3.046 3.046 
7 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,840 3.153 3.153 
8(P) 520 27 2,400 12 630 28 SM490Y 7,840 3.722 3.722 
9 520 19 2,400 12 520 22 SM490Y 9,257 3.642 3.642 
10 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 10,008 3.570 3.570 
11 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 7,506 2.677 2.677 

                               36.704 
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Ｇ３桁 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ設計断面集計 重量[t] 
U-FLG WEB L-FLG (Flg,Webのみ) 

断面 

幅 T 幅 厚 幅 T 
材質 

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ
長 

SM490Y 計 
1 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,408 2.999 2.999 
2 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,807 3.141 3.141 
3 520 19 2,400 12 520 22 SM490Y 8,807 3.465 3.465 
4(P) 520 27 2,400 12 630 28 SM490Y 8,807 4.181 4.181 
5 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,807 3.141 3.141 
6 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,540 3.046 3.046 
7 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 8,840 3.153 3.153 
8(P) 520 27 2,400 12 630 28 SM490Y 7,840 3.722 3.722 
9 520 19 2,400 12 520 22 SM490Y 9,257 3.642 3.642 
10 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 10,008 3.570 3.570 
11 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 7,506 2.677 2.677 

                               36.740 

 Ｇ４桁 
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ設計断面集計 重量[t] 
U-FLG WEB L-FLG (Flg,Webのみ) 

断面 

幅 T 幅 厚 幅 T 
材質 

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ
長 

SM490Y 計 
1 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 9,225 3.291 3.291 
2 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 12,650 4.512 4.512 
3 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 12,075 4.307 4.307 
4(P) 520 39 2,400 12 630 39 SM490Y 12,388 7.162 7.162 
5 520 20 2,400 12 520 26 SM490Y 12,375 5.121 5.121 
6 520 27 2,400 12 520 26 SM490Y 12,375 5.475 5.475 
7 520 20 2,400 12 520 26 SM490Y 12,375 5.121 5.121 
8(P) 520 39 2,400 12 630 39 SM490Y 12,388 7.162 7.162 
9 520 30 2,400 12 520 31 SM490Y 12,075 5.737 5.737 
10 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 12,650 4.512 4.512 
11 520 16 2,400 12 520 16 SM490Y 9,275 3.308 3.308 

                               55.710 
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資料 2 
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資料 3 
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試設計（腹板薄板化）主桁重量 
 Ｇ１ 
断面 ﾌﾞﾛｯｸ 
上ﾌﾗﾝｼﾞ 下ﾌﾗﾝｼﾞ ウェブ 

断 面 長
[m] 

断 面 積
[㎡] 

重量[kN] 

1 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
2 520×17 520×16 2400×11 12.650 0.04356 42.430 
3 520×34 520×32 2400×11 12.075 0.06072 58.456 
4 520×40 630×40 2400×11 12.388 0.07240 69.061 
5 520×28 520×34 2400×11 12.375 0.05864 55.877 
6 520×28 520×34 2400×11 12.375 0.05864 55.877 
7 520×28 520×34 2400×11 12.375 0.05864 55.877 
8 520×40 630×40 2400×11 12.388 0.07240 69.061 
9 520×34 520×32 2400×11 12.075 0.06072 56.456 
10 520×17 520×16 2400×11 12.650 0.04356 42.430 
11 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
板厚変更 23→28 31→32 合計 129.800  564.664 
 
ガイドライン設計            582.729[kN] 
試設計（腹板薄板化）－ガイドライン設計 –18.065[kN] 
 
Ｇ２ 
断面 ﾌﾞﾛｯｸ 
上ﾌﾗﾝｼﾞ 下ﾌﾗﾝｼﾞ ウェブ 

断 面 長
[m] 

断 面 積
[㎡] 

重量[kN] 

1 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
2 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
3 520×19 520×22 2400×11 12.075 0.04772 44.369 
4 520×26 630×28 2400×11 12.388 0.05756 54.905 
5 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
6 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
7 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
8 520×26 630×28 2400×11 12.388 0.05756 54.905 
9 520×19 520×22 2400×11 12.075 0.04772 44.369 
10 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
11 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
板厚変更なし 合計 129.800  466.571 
 
ガイドライン設計            490.558[kN] 
試設計（腹板薄板化）－ガイドライン設計 –23.987[kN] 
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Ｇ３ 
断面 ﾌﾞﾛｯｸ 
上ﾌﾗﾝｼﾞ 下ﾌﾗﾝｼﾞ ウェブ 

断 面 長
[m] 

断 面 積
[㎡] 

重量[kN] 

1 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
2 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
3 520×19 520×22 2400×11 12.075 0.04772 44.369 
4 520×27 630×28 2400×11 12.388 0.05808 55.401 
5 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
6 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
7 520×16 520×16 2400×11 12.375 0.04304 41.012 
8 520×27 630×28 2400×11 12.388 0.05808 55.401 
9 520×19 520×22 2400×11 12.075 0.04772 44.369 
10 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
11 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
板厚変更なし 合計 129.800  467.563 
ガイドライン設計            491.550[kN] 
試設計（腹板薄板化）－ガイドライン設計 –23.987[kN] 
 Ｇ４ 
断面 ﾌﾞﾛｯｸ 
上ﾌﾗﾝｼﾞ 下ﾌﾗﾝｼﾞ ウェブ 

断 面 長
[m] 

断 面 積
[㎡] 

重量[kN] 

1 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 
2 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
3 520×30 520×32 2400×11 12.075 0.05864 54.522 
4 520×39 630×40 2400×11 12.388 0.07188 68.565 
5 520×23 520×26 2400×11 12.375 0.05188 49.435 
6 520×27 520×26 2400×11 12.375 0.05396 51.417 
7 520×23 520×26 2400×11 12.375 0.05188 49.435 
8 520×39 630×40 2400×11 12.388 0.07188 68.565 
9 520×30 520×32 2400×11 12.075 0.05864 54.522 
10 520×16 520×16 2400×11 12.650 0.04304 41.923 
11 520×16 520×16 2400×11 9.225 0.04304 30.571 

合計 129.800  541.448 板厚変更 20→23 31→32 
        39→40   
ガイドライン設計            560.294[kN] 
試設計（腹板薄板化）－ガイドライン設計 –18.845[kN] 
Ｇ１～Ｇ４合計 試設計（腹板薄板化） 2040.246[kN] 
        ガイドライン設計   2125.130[kN] 
        差（試－ガイドライン）－84.884[kN]  
        ％            96.01[％] 
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資料 4 
 水平補剛材 
 １）従来設計 
  必要剛度 
   Ｉｒｅｑ＝ｂ・t^3・ｒ ｒ＝30（ａ） 

11 ｂ 
    Ｉｒｅｑ＝270*1.2＾3*30*120＝566ｃｍ4 

11 270  
     １－ＨＳ 130*10 ＳＭ４００Ａ を使用 
      Ｉ＝ｔ・ｂ＾3＝1.0*13.0＾3＝732ｃｍ4＞Ｉｒｅｑ 

3 3 
   概算ＨＳ数量 
   ＜Ｇ１桁＞                 重量(t) 小型材片数 
    GE1-J2 上段 1-PL130*10*25,500 SM400A 0.260     24 

J2 –J4下段 1-PL130*10*33,810 SM400A 0.345     34 
J4 –J7上段 1-PL130*10*37,175 SM400A 0.379     32 
J7 –J9下段 1-PL130*10*33,810 SM400A 0.345     34 
J9-GE2上段 1-PL130*10*25,500 SM400A 0.260     24 
                      1.589ｔ    148 個 

  ＜Ｇ２桁～Ｇ４桁＞Ｇ１桁と同様と仮定     4.767ｔ   444個 
合計 6.356ｔ   592個 

種別 単価 数量 合計 
製作材料費（鋼板Ａ） 90,000 円/ｔ 6.356ｔ 572,040 
製作材料費（鋼板Ｂ） 10,000 円/ｔ   
製作材料費（鋼板Ｃ） 150,000 円/ｔ   
製作材料費（型鋼）  円/ｔ   
大型部材の製作 140,000 円/個   
小型部材の製作 22,000 円/個 592個 13,024,000 

合計 13,596,040 

 
1.00 
 
 
 
 
1.00 
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２）試設計 電炉材を使用 
   概算ＨＳ数量 
   ＜Ｇ１桁＞                 重量(t) 小型材片数 
    GE1-J2 上段 1-PL125*9*25,500 SM400A-D  0.225     24 

J2 –J4下段 1-PL125*9*33,810 SM400A-D 0.299     34 
J4 –J7上段 1-PL125*9*37,175 SM400A-D 0.328     32 
J7 –J9下段 1-PL125*9*33,810 SM400A-D 0.299     34 
J9-GE2上段 1-PL125*9*25,500 SM400A-D 0.225     24 
                      1.376ｔ    148 個 

  ＜Ｇ２桁～Ｇ４桁＞Ｇ１桁と同様と仮定     4.128ｔ   444個 
合計 5.504ｔ   592個 

種別 単価 数量 合計  
製作材料費（鋼板Ａ） 90,000 円/ｔ  572,040  
製作材料費（鋼板Ｂ） 10,000 円/ｔ    
製作材料費（鋼板Ｃ） 150,000 円/ｔ    
製作材料費（電炉材） 80,000 円/ｔ 5.504ｔ 440,320 0.77 
製作材料費（型鋼）  円/ｔ    
大型部材の製作 140,000 円/個    
小型部材の製作 22,000 円/個 592個 13,024,000  

合計 13,464,320 0.99 

※電炉材の製作材料費は製作材料費（鋼板Ａ）より－１万円/ｔと仮定 
※小型部材の製作費は見直しせず 
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資料 5 
◆ 連結部のみの比較 
 現行規定 性能規定 減少比 
材片数 376ケ 384ケ +2.1％（*1） 
材片重量 14,890kg 13,290kg -10.7％ 
ボルト本数 10,360本 9,592本 -7.4％ 
 
◆主桁全体で比較 
  現行規定 性能規定 減少比 

材片数 132ケ 132ケ ――― 大型材片 
材片重量 224,212kg 223,483kg -0.3％ 
材片数 1,462ケ 1,470ケ 0.5％（*1） 小型材片 
材片重量 33,262kg 31,710kg -4.7％ 

部材数 44ケ 44ケ ――― 
加工鋼重 257,474kg 255,193kg -0.9％ 
 *1）断面厚が変化しフィラーの枚数も変化したため。 
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工数算定要素集計表（75％考慮） 
小型材片数小型材片重量を集計する物 集計要素 単

位 
本体 

落橋防止 仮設補強 排水装置 検査手摺 
合計 

材片数 ケ 132     132 大型材片 
材片重量 kg 224,212     224,212
材片数 ケ 1,462 0 0   1,462 小型材片 
材片重量 kg 33,262 0 0 0 0 33,262 

下
記
以
外 
部材数 ケ 44     44 
加工鋼重 kg 0     0 

形鋼構造 ケ 0     0 
対
傾
構 
部材数 

鋼板構造 ケ 0     0 
加工鋼重 kg 0     0 

形鋼構造 ケ 0     0 
横
構 部材数 

鋼板構造 ケ 0     0 
総加工鋼重 kg 257,474 0 0 0 0 257,474
570材相当加工鋼重 kg 0 0 0 0 0 0 
総部材数 ケ 44     44 
板継溶接延長 ｍ 0     0 

本
体
及
び
本
体
と
同
様
に
集
計
す
る
付
属
物 
大型材Ｔ継手溶接長 ｍ 2,078     2,078 

平均支間長 mm  
主桁間隔 mm  

構造要素 

主桁高 mm  
 
付属物要素集計表 
付属物名称 形式記号 加工重量［ｋｇ］ 
伸縮装置  0 
高欄  0 
防護柵  0 
検査路  0 
ケーブル  0 
電らん管  0 
標識柱  0 
化粧版  0 
架設材  0 
添架物  0 
   
合計  0 
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工数算定要素集計表（75％非考慮） 
小型材片数小型材片重量を集計する物 集計要素 単

位 
本体 

落橋防止 仮設補強 排水装置 検査手摺 
合計 

材片数 ケ 132     132 大型材片 
材片重量 kg 223,483     223,483
材片数 ケ 1,470 0 0   1,470 小型材片 
材片重量 kg 31,710 0 0 0 0 31,710 

下
記
以
外 
部材数 ケ 44     44 
加工鋼重 kg 0     0 

形鋼構造 ケ 0     0 
対
傾
構 
部材数 

鋼板構造 ケ 0     0 
加工鋼重 kg 0     0 

形鋼構造 ケ 0     0 
横
構 部材数 

鋼板構造 ケ 0     0 
総加工鋼重 kg 255,193 0 0 0 0 255,193
570材相当加工鋼重 kg 0 0 0 0 0 0 
総部材数 ケ 44     44 
板継溶接延長 ｍ 0     0 

本
体
及
び
本
体
と
同
様
に
集
計
す
る
付
属
物 
大型材Ｔ継手溶接長 ｍ 2,078     2,078 

平均支間長 mm  
主桁間隔 mm  

構造要素 

主桁高 mm  
 
付属物要素集計表 
付属物名称 形式記号 加工重量［ｋｇ］ 
伸縮装置  0 
高欄  0 
防護柵  0 
検査路  0 
ケーブル  0 
電らん管  0 
標識柱  0 
化粧版  0 
架設材  0 
添架物  0 
   
合計  0 
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断面構成図 75％考慮 
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断面構成図 75％非考慮 
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資料 6 
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資料 7 
ＨＴＢ許容値の安全率及びすべり係数の影響 
許容応力度法  ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ

ﾝ設計 
すべり係
数の影響 

安 全 率
の影響 

両者の
影響 

すべり係数μ  0.4 0.5 0.4 0.5 

設
計
法 
安全率ν  1.70 1.70 1.00 1.00 
材片数 大型部材     
 小型部材     
重量 材料費(鋼板)A     
 材料費(鋼板)B     
 材料費(鋼板)C     
 材料費(形鋼)A     
ボルト本数 (単純比率) 1.00 0.80 0.59 0.47 

評
価
項
目 

Ｔ継手溶接工      
 
ＨＴＢの許容値について 
 摩擦接合用高力ボルトの許容値として、現行規定では 

 Ｆ８Ｔ Ｆ１０Ｔ Ｓ１０Ｔ 
Ｍ２２ 3900 4800 4800 
Ｍ２４ 4500 5600 5600 
と規定されている。（安全率ν＝1.7、すべり係数μ＝0.4） 

 
すべり係数については、摩擦面の処理方法によっては、μ＝0.5 とするこ
とも可能であることが実験などで示されている。 
 その場合、ボルト本数は単純に行けば 2 割減とすることが可能となるが、
材片数や材料費を大きく減少させることは難しいため、コストへの寄与率は

高くないと考える。 
 Ｆ８Ｔ Ｆ１０Ｔ Ｓ１０Ｔ 
Ｍ２２ 4875 6000 6000 
Ｍ２４ 5625 7000 7000 
（安全率ν＝1.7、すべり係数μ＝0.5） 

 
 すべりに対する安全率νについては、すべり耐力が鋼材における降伏点に

相当すると考え許容引張応力度の降伏点に対する安全率と同じく 1.7 と規定
されている。 
ボルトの降伏点耐力を用いて計算するとなると、安全率ν＝1.0 となるこ
とから、以下のような許容力となる。 

 Ｆ８Ｔ Ｆ１０Ｔ Ｓ１０Ｔ 
Ｍ２２ 6630 8160 8160 
Ｍ２４ 7650 9520 9520 
（安全率ν＝1.7、すべり係数μ＝0.5） 


